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～若手研究者を育成するための自立した研究環境の整備を目指して～
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テニュアトラック普及・定着事業
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？かすでのるいてめ進を及普の制クッラトアュニテぜな

 課　題
・ 優れた研究成果を上げた研究者の多くは、若い時期に、その成果の基礎となる研究を行っています。
ノーベル賞受賞のきっかけとなった論文の多くは、30代に発表されたものです。

・ しかし、我が国の若手研究者の多くは研究員や助教等の立場にあり、自立して活躍できる環境が十分
に整備されていないことが指摘されています。
また近年、大学や独法研究機関の基盤的経費及び総人件費の削減等が進められた影響などにより、
若手研究者の割合が減少する傾向もあって、若手研究者は将来展望を描きにくくなっていることも指
摘されています。

・ このため、優れた研究者を国内外から確保して養成するためには、自立して研究できる環境を与える
ことや、キャリアパスを見通すことができるように、任期終了後のポストを確保しておく仕組みが求
められます。

 文部科学省の取組
・ 文部科学省では、平成18年度から、研究者が若い時期に自立して研究できる環境を整備することを目
的に、アメリカ等で定着しているテニュアトラック制を大学等へ導入するモデル事業※を進めてきまし
た。この結果、平成22年度までに40大学等がテニュアトラック制を導入し、各大学では様々な形の
テニュアトラック制の試みが行われました。

※旧科学技術振興調整費「若手研究者の自立的研究環境整備促進」

・ 平成23年からは、モデル事業の成果等を踏まえて、9頁に紹介する「テニュアトラック普及・定着事業」
を開始し、補助対象となるテニュアトラック制の要件を新しく定めています。

・ 第4期科学技術基本計画（平成23年8月閣議決定）においても、以下のような数値目標が定められて
います。

第4期科学技術基本計画（平成23年8月閣議決定）

国は、テニュアトラック制の普及、定着を進める大学への支援を充実する。これにより、各大学が、その目的や
特性に応じて、テニュアトラック制の導入を進めることにより、テニュアトラック制の教員の割合を、全大学の
自然科学系の若手新規採用教員総数の3割相当とすることを目指す。
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図　ノーベル賞（化学賞、物理学賞、生理学・医学賞）受賞者の業績を上げた年齢の分布（1987～2006）

注）業績を上げた年齢は、受賞のきっかけとなった論文等の発表時点である。
出典：文部科学省調べ
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テニュアトラック普及・定着事業

？かすでのな度制なうよのどはと制クッラトアュニテの本日

 テニュアトラック制とは
・ 公正で透明性の高い選考により採用された若手研究者が、審査を経てより安定的な職を得る前に、任
期付の雇用形態で自立した研究者として経験を積むことができる仕組みをいいます。

・ 文部科学省では、次の要件を満たした研究者育成制度を実施する機関を対象に、平成23年度から補助
を行っています。

1．博士号取得後10年以内の若手研究者を対象とすること

2．一定の任期（5年）を付して雇用すること

3．公募を実施し、公正・透明な選考方法を採っていること

4． 研究主宰者（Principal Investigator：PI）として、自立して研究活動に専念できる環境（例：研究資金の措置、
研究支援体制の充実、研究スペースの確保、研究活動時間が全仕事時間の70％以上であること）が整備され
ていること

5．任期終了後のテニュアポスト（安定的な職）が用意されていること

・上記の要件を人事面と研究環境面に分けて図示すると次のようになります。

●募集及び選考・採用に関する要件

●研究環境に関する要件

テニュア
審査

テニュア
教員として
採用

博士号取得後
10年以内の研究者

テニュアトラック期間
（5年の任期を付した雇用）

テニュア教員
（安定的な雇用）

中間評価

自立的に研究できる環境を整備

国際公募

任期終了後の
ポストを用意

第三者
を含めた
公正な
選考

テニュア
トラック
教員として
採用

助言等

事務サポート共通設備利用

研究活動（エフォート70％以上）

学生の
指導等

教員と
しての

活動

動

自立した研究環境
（資金、設備）

助言等を
行う教員

大学事務局

研究 学会
発表等

外部資金
等の獲得

学生等

テニュアトラック教員
研究
主宰
者（

Principal 
Investigator : PI）としての環境

自立した研究スペースを持ち、自らの裁量で研究資源
（資金・設備・人）を活用しつつ、研究に集中しやすい環境を整備
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・ 優秀な若手研究者が採用され、充実した自立的な研究環境と相まって優れた研究成果が上がっています。

例：多くの受賞実績
・科学技術分野の文部科学大臣表彰
・米国生理学会Neural Control & Autonomic Regulation Section (NCAR) New Investigator Award

・材料科学に関する国際会議（IUMRS-ICAM）Young Scientist Award など多数

・一般の若手教員に比べ科学研究費補助金の採択率が高くなっています。

 テニュアトラック教員 学内の一般教員

若手研究（A・B、39歳以下）の採択率 73% 36.3%
※旧科学技術振興調整費「若手研究者の自立的研究環境整備促進」平成20年度採択9機関における、平成20年度～ 21年度の科学研究費補助金の獲得状況から算出

・大学にとっては、

◇優秀な若手研究者を採用できる
◇外部資金の獲得が増えることにより、間接経費等の収入が増えた …等の効果が出ています。

・優れた実績を残せば安定的な職が得られる

・十分な研究費が配分されて、自立した研究環境の中で自分の研究に取り組める

・研究以外の業務が軽減されて十分な研究時間が確保できる

 大学・研究機関にとってのメリット（例）

 テニュアトラック教員にとってのメリット（例）

●大学における教員のキャリアパスのイメージ図

●採用したテニュアトラック教員の職位別分類

（平成 年度～平成 年度
採択機関）
旧科学技術振興調整費「若手
研究者の自立的研究環境整備
促進」における 集計デー
タ（平成 年 月末）

テニュアトラック制のメリットは？

Ｑ： テニュアトラック教員は、
どのようなポストで採用されていますか？

助教、博士研究員

テニュアトラック制を
導入した場合の典型例

外部委員を含めた
公正で透明性の高い選考

テニュアトラック期間（5年）

自立した研究環境で研究できる
テニュアトラック

テニュアポスト
准 教 授

テニュアトラック准教授
又は、テニュアトラック助教

講　師
96人（18％）

准教授
146人（27％）助教

302人（55％）

計544人

テニュアポストに移行した後、研究主宰者（PI）としての環境が維持されて
いることが必要です。（教授への昇任は必須条件ではありません）



東京農工大学から声をいただきました。（平成 18～22 年度　全国シンポジウム主催大学）
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テニュアトラック普及・定着事業

・テニュアトラック教員として採用される前の所属機関の内訳

 海外にいる日本人若手研究者が国内で活躍するポストの一つにもなっています

（平成 年度～平成 年度採択機関）
旧科学技術振興調整費「若手研究者の自立的研究環境整備促進」における 集計データ（平成 年 月末）

海外ポストドクター（日本国籍）
103人（18.9％）

海外ポストドクター（外国籍）
21人（3.9％）

国内機関の研究員等
281人（51.7％）

学内採用
139人（26％）

採用者数　544人

学外採用
405人（74％）




